
 

 

港湾における気候変動適応策の実装に向けた技術検討委員会 

 

開催趣旨 

 

 

我が国の港湾は、貿易量の 99.6％を扱う重要な社会インフラであり、

その背後地となる港湾所在市町村は、約 6,000 万人の人口と 150 兆円

の製造品出荷額等を擁し、いずれも全国の約半数を占めるなど、我が

国の国民生活、経済活動にとって極めて重要な地域である。 

 

他方、港湾は、水際線に存在する特性上、海面水位上昇や台風の強

大化など、将来発生しうる気候変動の影響が不可避であり、長期的な

視点で対策を講じることが求められる。 

 

昨年 8月には、交通政策審議会より「今後の港湾におけるハード・

ソフト一体となった総合的な防災・減災対策のあり方」が答申され、

気候変動に起因する外力の強大化への対応として、 
 

① 将来にわたる港湾機能の維持に必要な港湾計画等の策定 

② 将来の外力の強大化を考慮した施設設計 

③ 不確実性に対処するためのモニタリングや技術開発 
 

など、具体的な施策が示されている。 

 

同年 12 月には気象庁・文部科学省より「日本の気候変動 2020」が

公表され、日本沿岸の平均海面水位等の将来予測が示されるなど、科

学的知見も蓄積されつつある。 

 

このため、気候変動適応策の実装に向けて、学識経験者等からな

る「港湾における気候変動適応策の実装に向けた技術検討委員会」

を開催し、必要な基準類の整備に向けて検討を行うものである。 
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